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自 ： ２ ０ ２ ４ 年 ４ 月 １ 日

至 ： ２ ０ ２ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日

テスコ株式会社

計 算 書 類

貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表



（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流　動　資　産】 【 7,947,245 】 【流　動　負　債】 【 7,055,304 】

現 金 及 び 預 金 1,664,309 支払手形及び買掛金 4,411,169

受取手形及び売掛金 4,940,434 電 子 記 録 債 務 1,046,841

電 子 記 録 債 権 470,469 短 期 借 入 金 1,200,000

商 品 729,216 未 払 金 58,027

前 払 費 用 10,926 未 払 費 用 35,823

未 収 入 金 56,560 未 払 法 人 税 等 124,265

そ の 他 75,327 未 払 消 費 税 等 16,265

【固　定　資　産】 【 3,702,965 】 賞 与 引 当 金 139,873

（ 有 形 固 定 資 産 ）（ 1,227,950 ) 　契　　約　　負　　債 13,836

建 物 911,796 そ の 他 9,201

構 築 物 92,376 【固　定　負　債】 【 390,509 】

車 両 及 び 運 搬 具 3,450 退 職 給 付 引 当 金 390,509

工具、器具及び備品 414,531 負 債 合 計 7,445,813

減 価 償 却 累 計 額 △ 675,834

土 地 481,631 【株　主　資　本】 【 4,203,950 】

（ 無 形 固 定 資 産 ）（ 3,118 ) 資 本 金 20,000

ソ フ ト ウ エ ア 2,208 資 本 剰 余 金 200

そ の 他 909 資 本 準 備 金 200

（投資その他の資産）（ 2,471,896 ) 利 益 剰 余 金 4,183,750

そ の 他 有 価 証 券 1,271 利 益 準 備 金 7,000

関 係 会 社 株 式 2,210,137 その他利益剰余金 4,176,750

長 期 前 払 費 用 797 【評価・換算差額等】 【 447 】

保 険 積 立 金 20,105 その他有価証券評価差額金 447

敷 金 及 び 保 証 金 21,151

繰 延 税 金 資 産 218,433 純 資 産 合 計 4,204,397

資 産 合 計 11,650,211 負 債 純 資 産 合 計 11,650,211

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
（2025年３月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

純　資　産　の　部
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（単位：千円）

21,384,140
18,774,146

売上総利益 2,609,994
1,853,959
756,034

営業外収益
受取利息 43
受取配当金 13
関係会社受取配当金 201,053
不動産賃貸料 50
その他 8,863 210,024

営業外費用
その他 5,138 5,138

960,920
特別利益

株式報酬受入益 26,247 26,247
987,168

236,216
△ 12,706 223,510

763,657

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

売上原価

損　益　計　算　書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

科　　　目 金　　　額
売上高

当期純利益

販売費及び一般管理費
営業利益

経常利益

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

税引前当期純利益
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

3



 
 

個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

算定）によっております。 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～50年 

工具、器具及び備品 

４～15年 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月

１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 (3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 
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(4) 収益及び費用の計上基準 

商品販売 

医療機器販売事業においては、主に虚血性心疾患関連機器や心臓律動管理関連機器、心

臓血管外科関連機器の販売をしております。このような商品販売については、顧客によっ

て受領又は検収が確認された時点で商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると

判断したため、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。取引の対価は、履行

義務を充足してから概ね３ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。 

 

2.貸借対照表に関する注記 

受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の残高は、それぞれ以下のとおりで

す。 

受取手形    8,414千円 

売掛金  4,932,020千円 

 

3.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当該事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式                             190,210株 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

2024 年６月３日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 881,925 4,636.59 2024 年３月 31 日 2024 年６月４日 

     ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

2025 年６月２日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 763,657 4,014.81 2025 年３月 31 日 2025 年６月３日  
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4.収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

財又はサービスの種類別の内訳 

 (単位：千円) 

 売上高 

虚血性心疾患関連 4,135,726

心臓律動管理関連 5,485,099

心臓血管外科関連 3,567,636

末梢血管疾患関連及び脳外科関連 2,591,847

医療機器関連 3,408,714

その他 2,195,117

顧客との契約から生じる収益 21,384,140

その他の収益 －

外部顧客への売上高 21,384,140

 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1．重要な会計方針に係る事

項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

①契約負債の残高等 

 (単位：千円) 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 5,259,394

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,410,904

契約負債（期首残高） 16,986

契約負債（期末残高） 13,836

契約負債は、医療機器販売事業において、主に保守サービスにかかる顧客からの前受金に関連する

ものであります。契約負債は、サービスの提供に伴って履行義務が充足され、収益へと振替えられま

す。当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、5,574 千

円であります。また、当事業年度において、契約負債が 3,149 千円減少した主な理由は、前受金の減

少によるものであります。なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当事業

年度に認識した収益に重要性はありません。 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 

当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想

される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。 

未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当事業年度末において 11,334 千円であります。 

当該履行義務は、期末日後１年内に約 45％、３年以内に約 45％、３年超に 10％が収益として認識

されると見込んでおります。 

なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 
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